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〒602-8570 京都市上京区下立売通新町西入薮ノ内町

発行所　　京 都 府
政 策 法 務 課
電  話 （075） 414-4037

〒602-8048 京都市上京区下立売通小川東入　　　　

印刷所　　中 西 印 刷 株 式 会 社
電  話 （075） 441-3155

　告　　　　示　

京都府告示第24号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第49条の規定に
より、指定医療機関を次のとおり指定した。

　令和８年１月27日
京都府知事　西　脇　　隆　俊　

告　　　　　示

○生活保護法に基づく指定医療機関の指定
　 （地域福祉推進課）   33
○生活保護法に基づく指定医療機関の廃止
　 （　　　〃　　　）   34
○生活保護法に基づく指定医療機関の休止
　 （　　　〃　　　）   〃
○生活保護法に基づく指定介護機関の変更
　 （　　　〃　　　）   〃
○生活保護法に基づく指定施術機関の指定
　 （　　　〃　　　）   35
○中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並び
に永住帰国した中国残留邦人等及び特定
配偶者の自立の支援に関する法律に基づ
く指定医療機関の指定　 （　　　〃　　　）   〃
○中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並び
に永住帰国した中国残留邦人等及び特定
配偶者の自立の支援に関する法律に基づ
く指定医療機関の廃止　 （　　　〃　　　）   〃
○中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並び
に永住帰国した中国残留邦人等及び特定
配偶者の自立の支援に関する法律に基づ
く指定医療機関の休止　 （　　　〃　　　）   36

○中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並び
に永住帰国した中国残留邦人等及び特定
配偶者の自立の支援に関する法律に基づ
く指定介護機関の変更　 （地域福祉推進課）   36
○中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並び
に永住帰国した中国残留邦人等及び特定
配偶者の自立の支援に関する法律に基づ
く指定施術機関の指定　 （　　　〃　　　）   37
○救急病院である旨の告示　 （医療課）   〃
○公共測量の終了　 （用地課）   〃
○土砂災害警戒区域の指定　 （砂防課）   〃
○土砂災害特別警戒区域の指定　 （　〃　）   38

選挙管理委員会

○公営施設使用の個人演説会等施設として指定した
旨の報告があつた施設の告示の一部改正　   39

労 働 委 員 会

○京都府労働委員会のあっせん員候補者の氏名等　   〃
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京都府告示第26号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第50条の２の規
定により、次のとおり指定医療機関から休止の届出が
あった。

　令和８年１月27日
京都府知事　西　脇　　隆　俊　

京都府告示第25号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第50条の２の規
定により、次のとおり指定医療機関から廃止の届出が
あった。

　令和８年１月27日
京都府知事　西　脇　　隆　俊　

京都府告示第27号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第54条の２第５項において準用する同法第50条の２の規定により、次のとおり
指定介護機関から変更の届出があった。

　令和８年１月27日
京都府知事　西　脇　　隆　俊　
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京都府告示第30号

　中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国し
た中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する
法律（平成６年法律第30号）第14条第４項においてその
例によるものとされた生活保護法（昭和25年法律第144

京都府告示第28号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第55条第１項の
規定により、指定施術機関を次のとおり指定した。

　令和８年１月27日
京都府知事　西　脇　　隆　俊　

京都府告示第29号

　中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国し
た中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する
法律（平成６年法律第30号）第14条第４項においてその
例によるものとされた生活保護法（昭和25年法律第144
号）第49条の規定により、指定医療機関を次のとおり指
定した。

　令和８年１月27日
京都府知事　西　脇　　隆　俊　
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京都府告示第31号

　中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国し
た中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する
法律（平成６年法律第30号）第14条第４項においてその
例によるものとされた生活保護法（昭和25年法律第144
号）第50条の２の規定により、次のとおり指定医療機関
から休止の届出があった。

　令和８年１月27日
京都府知事　西　脇　　隆　俊　

号）第50条の２の規定により、次のとおり指定医療機関
から廃止の届出があった。

　令和８年１月27日
京都府知事　西　脇　　隆　俊　

京都府告示第32号

　中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律
（平成６年法律第30号）第14条第４項においてその例によるものとされた生活保護法（昭和25年法律第144号）第54条
の２第５項において準用する同法第50条の２の規定により、次のとおり指定介護機関から変更の届出があった。

　令和８年１月27日
京都府知事　西　脇　　隆　俊　
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　令和８年１月27日
京都府知事　西　脇　　隆　俊　

名　　　称 所　 　在　 　地 認　定 
年月日 認定期限

京都中部総合医
療センター 南丹市八木町八木上野25

令
 7.11.21

令
10.11.20

京都府告示第35号

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用
する同法第14条第２項の規定により、次の地域の公共測
量（令和６年京都府告示第338号）が令和７年１月31日
終了した旨測量計画機関の長である京都府乙訓土木事務
所長から通知があった。

　令和８年１月27日
京都府知事　西　脇　　隆　俊　

　測量の地域
　長岡京市天神３丁目、天神４丁目及び長法寺川原谷

京都府告示第33号

　中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国し
た中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する
法律（平成６年法律第30号）第14条第４項においてその
例によるものとされた生活保護法（昭和25年法律第144
号）第55条第１項の規定により、指定施術機関を次のと
おり指定した。

　令和８年１月27日
京都府知事　西　脇　　隆　俊　

京都府告示第34号

　次の病院は、救急病院等を定める省令（昭和39年厚生
省令第８号）第１条第１項に規定する救急病院である。

京都府告示第36号

　土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第57号）第７条第１項の規定によ
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り、次の区域を土砂災害警戒区域に指定する。
　なお、「次の図」は、省略し、その図面を次の縦覧場所において縦覧に供する。

　令和８年１月27日
京都府知事　西　脇　　隆　俊　

１　区域

２　縦覧場所　京都府建設交通部砂防課及び京都府山城南土木事務所

京都府告示第37号

　土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第57号）第９条第１項の規定によ
り、次の区域を土砂災害特別警戒区域に指定する。
　なお、「次の図」は、省略し、その図面を次の縦覧場所において縦覧に供する。
　おって、次の閲覧場所においてその図面を閲覧することができる。

　令和８年１月27日
京都府知事　西　脇　　隆　俊　
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「
小谷ケ丘公民館 同

字堀1703 〃3. 2. 1

」
喜多公民館 同

字喜多48 〃3. 2. 1

及び
「
鴨野町集会所 同

鴨野町90 〃3. 2. 1
」

を削る。

労　働　委　員　会

京都府労働委員会告示第１号

　労働関係調整法施行令（昭和21年勅令第478号）第４

選 挙 管 理 委 員 会

京都府選挙管理委員会告示第34号

　公営施設使用の個人演説会等施設として指定した旨の
報告があつた施設の告示（昭和43年京都府選挙管理委員
会告示第32号）の一部を次のように改正する。

　令和８年１月27日
京都府選挙管理委員会　　　　
委員長　多　賀　　久　雄　

　表京都市の項中
「
元京都市立新洞小
学校

同
左京区新東洞院仁王門
上る新東洞院町252

〃31. 2. 5
」

を削り、同表福知山市の項中

１　区域

２　縦覧場所　京都府建設交通部砂防課及び京都府山城南土木事務所
３　閲覧場所　和束町役場
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大　槻　有　三 京都府労働委員会事務局審査課長 令和４年５月13日条及び労働委員会規則（昭和24年中央労働委員会規則第
１号）第68条第１項の規定により、京都府労働委員会の
あっせん員候補者の氏名等を次のとおり公示する。

　令和８年１月27日
京都府労働委員会　　　　　
　会長　青　木　　苗　子　

氏　　　名 閲　　　　歴 委嘱年月日

青　木　苗　子 京都府労働委員会会長弁護士 平成26年１月17日

橋　本　武　久 京都府労働委員会委員京都産業大学経営学部教授 令和２年12月25日

村　中　孝　史
京都府労働委員会会長代理
同志社大学大学院司法研究
科特別客員教授

令和５年１月20日

𠮷　田　誠　司 京都府労働委員会委員弁護士 令和７年２月７日

上　田　達　子
京都府労働委員会委員
同志社大学法学部・大学院
法学研究科教授

令和７年２月７日

土　田　道　夫 前京都府労働委員会会長代理 平成26年12月５日

藤　井　正　大 前京都府労働委員会委員 平成28年12月16日

穐　山　裕　次
京都府労働委員会委員
全日本運輸産業労働組合京
都府連合会執行委員長

平成28年12月16日

林　　　眞　也
京都府労働委員会委員
全労連・全国一般労働組合
京都地方本部書記長

令和７年２月７日

大　西　省　三
京都府労働委員会委員
ＵＡゼンセン京都府支部支
部長　

令和８年１月16日

中　嶋　崇　喜
京都府労働委員会委員
電機連合京都地方協議会議
長

令和８年１月16日

森　本　尚　秀
京都府労働委員会委員
自治労京都府本部執行委員
長

令和８年１月16日

西　岡　　　歩 日本鉄道労働組合連合会京都府協議会特別幹事 令和５年１月20日

師　玉　憲治郎 前京都府労働委員会委員 平成30年12月21日

松　本　隆　浩 前京都府労働委員会委員 令和２年12月25日

青　山　　　勲 前京都府労働委員会委員 令和２年12月25日

上　尾　寅　彦 前京都府労働委員会委員 令和３年10月22日

塩　尻　敬　子 京都府労働委員会委員丸八生糸株式会社取締役 平成22年11月５日

倉　垣　雅　英
京都府労働委員会委員
株式会社ジーエス・ユアサ
コーポレーション元常務取
締役

平成28年12月16日

南　島　　　新
京都府労働委員会委員
株式会社ＳＣＲＥＥＮホー
ルディングス元相談役

平成28年12月16日

上　田　清　和
京都府労働委員会委員
一般社団法人京都経営者協
会専務理事

令和５年１月20日

小　林　剛　一
京都府労働委員会委員
日本電気化学株式会社代表
取締役社長

令和５年１月20日

山　田　智　樹 京都府労働委員会事務局長 令和７年４月11日

森　本　智　子 京都府労働委員会事務局総務調整課長 令和７年４月11日
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